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共生社会の実現を推進するための認知症基本法（令和５年６月16日公布）

令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和10年 令和11年

国 認知症
基本法
R5.6.16
公布

施行
～R6.6

○施行期日：公布の日（令和５年６月16日）から起算して１年を超えない範囲内で施行
（附則第１項関係）

○認知症施策推進基本計画（国の基本計画）：認知症施策推進本部が、関係者会議の意見を聴いた上
で案を作成し、閣議決定（第11条関係）

○都道府県認知症施策推進計画：国の基本計画を基本として、実情に即した都道府県計画を策定する
努力義務（第12条関係）

北海道

基本
計画
策定

第９期
計画
策定

第８期

第10期
計画
策定

第９期 介護保険事業支援計画 第10期

道計画
策定
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認知症基本法の基本的施策 計画（素案）の認知症施策の方向性
【認知症の人に関する国民の理解の増進等】

・国民が共生社会の実現の推進のために必要な

認知症に関する正しい知識及び認知症の人に

関する正しい理解を深められるようにする施

策

①認知症への社会の理解を深めるため、認知症に関する正しい知識と理解
を持って、認知症の人や家族を温かく見守る認知症サポーター等の養成を
進めるとともに、地域で暮らす認知症の人本人等からの発信やピアサポート
活動の取組を支援します。
②認知症の日（９月21日）及び月間（毎年９月）など機会を捉えた認知症に関
するイベント等の普及啓発の取組を推進します。

【認知症の人の生活におけるバリアフリー化の推進】

・認知症の人が自立して、かつ、安心して他の

人々と共に暮らすことのできる安全な地域作

りの推進のための施策

・認知症の人が自立した日常生活・社会生活を

営むことができるようにするための施策

③地域における支え合いを推進するため、認知症の人や家族の支援ニーズ
と認知症サポーター等をつなぐ「チームオレンジ」の整備を推進します。
④民間団体等と連携し、認知症の人にやさしい地域づくりに資する取組を推
進します。

【認知症の人の社会参加の機会の確保等】

・認知症の人が生きがいや希望を持って暮らす

ことができるようにするための施策

①認知症への社会の理解を深めるため、認知症に関する正しい知識と理
解を持って、認知症の人や家族を温かく見守る認知症サポーター等の
養成を進めるとともに、地域で暮らす認知症の人本人等からの発信や
ピアサポート活動の取組を支援します。

・若年性認知症の人（65歳未満で認知症となっ

た者）その他の認知症の人の意欲及び能力に

応じた雇用の継続、円滑な就職等に資する施

策

１⃣若年性認知症に関する理解を深めるため、市町村職員や関係する機関
の職員に研修を行うほか、道民の方々を対象とした普及・啓発の取組
を進めます。

２⃣若年性認知症の人やその家族からの相談に応じ、就労継続や社会参加
などライフステージに応じた支援を行う必要があることから、これら
の支援を行う若年性認知症支援コーディネーターの養成を支援しま
す。

【認知症の人の意思決定の支援及び権利利益の保護】

・認知症の人の意思決定の適切な支援及び権利

利益の保護を図るための施策

⑤認知症の人に対して本人の意思をできるだけくみ取り、それを踏まえ
た医療や看護等が提供されるよう、医師をはじめ歯科医師や薬剤師、
看護職員など、多職種の医療従事者向けの研修を開催します。

認知症基本法と第９期計画（素案たたき台）の認知症施策の関連

※○：１共生と予防を推進するための取組 □：２若年性認知症施策の推進 4



認知症基本法の基本的施策 計画（素案）の認知症施策の方向性
【保健医療サービス及び福祉サービス提供体制の整備等】

・認知症の人がその居住する地域にかかわらず

等しくその状況に応じた適切な医療を受ける

ことができるための施策

・認知症の人に対し良質かつ適切な保健医療

サービス及び福祉サービスを適時にかつ切れ

目なく提供するための施策

・個々の認知症の人の状況に応じた良質かつ適

切な保健医療サービス及び福祉サービスが提

供されるための施策

⑥地域の認知症に関する医療提供体制の中核となる、認知症疾患医療セ
ンターをすべての二次医療圏域に設置するとともに、地域の実情に応
じ、認知症サポート医やかかりつけ医等との連携強化を図ります。

⑦認知症初期集中支援チームや認知症地域支援推進員の活動がより効果
的に推進され、また、医療・介護等の連携がさらに進むよう、市町村
等の支援を行います。

⑤認知症の人に対して本人の意思をできるだけくみ取り、それを踏まえ
た医療や看護等が提供されるよう、医師をはじめ歯科医師や薬剤師、
看護職員など、多職種の医療従事者向けの研修を開催します。[再掲]

⑧認知症ケアの質の向上を図るため、介護従事者向けの認知症に関する
専門的な知識・技術を習得するための研修を開催します。

【相談体制の整備等】
・認知症の人又は家族等からの各種の相談に対
し、個々の認知症の人の状況又は家族等の状
況にそれぞれ配慮しつつ総合的に応ずること
ができるようにするために必要な体制の整備

・認知症の人又は家族等が孤立することがない
ようにするための施策

⑨認知症に関する相談窓口の周知を行うとともに、容態に応じた相談先
や医療・介護サービス等の流れを示した認知症ケアパスの作成及び活
用、地域の人や専門家と相互に情報を共有し、お互いを理解する場の
認知症カフェを活用した取組の実施、認知症の人の見守りのため、行
方不明になった際に早期発見・保護ができるようＳＯＳネットワーク
の構築やＧＰＳ機器の活用等を推進します。

⑩家族支援のための電話相談や介護経験者との交流会を開催します。

【研究等の推進等】

・認知症の本態解明、予防、診断及び治療並びにリハビリテーション及び介護方法等の基礎研究及び臨床研

究、成果の普及等

・認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすための社会参加の在り方、他の人々と支え合いながら
共生できる社会環境の整備等の調査研究、成果の活用等

※国事業

【認知症の予防等】

・希望する者が科学的知見に基づく予防に取り

組むことができるようにするための施策

・早期発見、早期診断及び早期対応の推進のた

めの施策

⑪市町村における通いの場の拡充など、認知症予防に資する可能性のあ
る活動を推進します。

⑫地域における認知症の早期発見・診断体制を強化するため、かかりつ
け医や認知症初期集中支援チームへの指導・助言等を行う認知症サ
ポート医を養成するとともに、フォローアップ研修等を通じてスキル
アップを図ります。 5


